
本市での事務・事業の実施に伴い発生する温室効果ガスの排出量を把握するため、全公共施設を対象に温室

効果ガス排出量の調査を実施しています。

第3次狭山市環境基本計画を2022年3月に策定し、狭山市地球温暖化対策実行計画事務事業編（2022年

3月改定）において、温室効果ガス排出量を2013年度を基準に2030年度までに46％削減することを目標と

しています。※最新の排出係数を反映させたことにより過去のデータ値が変更となっています。

2022年度 部局別の温室効果ガス排出量

全公共施設の事務・事業の実施に伴う温室効果ガス排出量の経年変化

2022年度の、全公共施設の事務・事業の実施に伴う温室効果ガス排出量は22,784.9ｔ-CO2となり、基準

年度（2013年度）に比べ1,767ｔ-CO2増加し、プラス8.4％となりました。

部局別にみると、環境経済部と教育委員会が大きな割合を占めています。環境経済部は稲荷山環境センター

の電力・燃料消費や一般廃棄物中の廃プラスチックの焼却に伴う排出量が多く、教育委員会は学校給食セン

ターや小中学校などによる電力・燃料消費に伴う排出量が多くなっています。
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３．温室効果ガス排出量の削減に向けた取り組み

（目標）（基準）

ｔ-CO2

部名 電力
燃料

(施設分)
燃料

(公用車分)
一般廃棄物 合計 割合

企画財政部 ー ー 0.5 ー 0.5 0.0%

総務部 647.4 249.8 53.4 ー 950.6 4.2%

市民部 850.6 296.2 3.8 ー 1,150.7 5.1%

環境経済部 2,450.0 139.7 26.2 11,305.3 13,921.1 61.1%

福祉部 88.6 75.6 5.6 ー 169.8 0.7%

こども支援部 313.1 135.8 2.3 ー 451.2 2.0%

健康推進部 533.3 32.5 9.4 ー 575.1 2.5%

都市建設部 431.2 ー 31.7 ー 462.9 2.0%

危機管理課 ー ー 6.8 ー 6.8 0.0%

教育委員会 2,698.2 1,811.2 6.3 ー 4,515.6 19.8%

上下水道部 568.2 ー 11.5 ー 579.7 2.5%

議会事務局 ー ー 0.8 ー 0.8 0.0%

計(ｔ-CO2) 8,580.4 2,740.8 158.4 11,305.3 22,784.9 

※端数処理により合計値と一致しない場合があります。
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省エネエアコン普及促進補助事業

本市では、家庭における消費電力の削減と温室効果ガスの排出削減などを図るため、省エネ性能の高い

エアコンを購入（買換え・新規）し、自ら居住する住宅に設置する方を対象に補助金を交付しています。

クリーンエネルギー推進補助事業

本市では、温室効果ガスの排出抑制を図り、地球温暖化防止に寄与することを目的として、

市内の住宅や事業所に省エネルギーシステムを導入する方、または市内在住で自家用の電気・

燃料電池自動車を購入する方を対象に、その費用の一部を補助しています。

システムの種類 概要 補助件数

太陽光発電システム（住宅用） 太陽電池容量が１ｋW以上のもので、電力会社との電力需給契
約を締結していること

95件

太陽光発電システム（事業所用） 1件

太陽熱利用システム（自然循環型） 一般社団法人ベターリビングの優良住宅部品の認定をうけた
もの

0件

太陽光発電システム（強制循環型） 0件

定置用リチウムイオン蓄電池
蓄電池容量が１ｋWh以上で、太陽光発電システム等と接続し、
同システムが発電できる電力を充放電できること

90件

地中熱利用システム 年間エネルギー効率が３．０以上であること 0件

家庭用エネルギー管理システム
（HEMS）

家庭の電気の使用量や発電量をモニター画面等で確認できる
機器で、通信規格エコーネット ライト(ＥＣＨＯＮＥＴ Lite)を搭
載していること

33件

家庭用燃料蓄電池コージェネレー
ションシステム（エネファーム）

一般社団法人燃料電池普及促進協会で登録された機器である
こと

0件

電気自動車等充給電システム
（V2H）

電気自動車等から住宅に電力の供給する機能を有し、国の実
施する補助事業の対象となる機器又はこれと同等の機器であ
ること

2件

電気自動車（EV) 一般社団法人次世代自動車振興センターが実施するクリーンエ
ネルギー自動車等導入促進対策費補助金の補助対象車両とし
て登録されている４輪以上の電気自動車、燃料電池自動車で
あること。※PHV、PHEV は対象外

32件

燃料電池自動車（FCV） 0件

合計 253件

補助対象となるエアコンの種類 （下記1.2.のいずれかの条件を満たすエアコン）

１）目標年度：2027年度基準で、統一省エネラベル3つ星以上かつ省エネ基準達成率100パーセント以上

２）目標年度：2010年度基準で、統一省エネラベル4つ星以上かつ省エネ基準達成率114パーセント以上

申請受付期間 補助件数

第1弾 ２０２２年７月１９日～2023年２月２８日（2022年8月25日終了） 273件

第2弾 2022年１１月２日～2023年３月１０日（2022年２月２８日終了） 533件

合計 806件
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